
 

 

4. タックスプランニング 
(1) わが国の税制 

わが国の税制は、国税と地方税、直接税と間接税に区分す
ることができます 

図表 47 国税と地方税 

 
 

図表 48 直接税と間接税 
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(2) 所得税の仕組み 

国税に分類される所得税は、10 種類の所得があり、それら

をまとめて課税する（総合課税）ことが基本です。ただし、
一部は個別に課税される（分離課税）ものがあります 
(a) 所得の種類 

図表 49 所得の種類 

 
(b) 総合課税と分離課税 
総合課税 個人の 1 年間（暦年）の所得をすべて

合計して課税する方法 
分離課税 総合課税から分離して個別に課税する方

法で、源泉分離課税と申告分離課税に
分類される 

(c) 所得税の計算方法 
所得税の総合課税の仕組みは、収入金額から一定の金額
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（給与所得控除など）を差し引いて所得金額を計算し、さ
らに、所得控除額（配偶者控除など）を差し引いた金額
（課税所得金額）に税率をかけて計算します。税金を計算
した後に、税額控除（住宅ローン控除など）を差し引いて
納税額が定まります 

図表 50 所得税の計算の全体像 
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(3) 各種所得の内容 

所得の種類によって取り扱いが異なります 
(a) 各所得の取り扱い 

図表 51 各所得の取り扱い 

 
(b) 各所得の計算 
 給与所得 
給与所得の金額は、収入金額から給与所得控除額を差し
引いて求めます 

 



 

39 

 

65 万円 2以下の収入の場合、給与所得の金額はゼロにな

ります 
 退職所得 
退職所得は、原則として他の所得と分離して所得税額を計
算します 

 
 一時所得 
競馬の払戻金や生命保険の満期保険金などが一時所得に
該当します。一時所得は、その所得金額の 2 分の 1 に相当

する金額を給与所得などの他の所得の金額と合計して総所
得金額を求めた後、納める税額を計算します 

 
 雑所得 
雑所得は、他の 9 種類の所得に分類されない所得です。公

 
2 令和 7 年度税制改正で変更されました。給与の収入金額 190 万

円超の場合、一律 65 万円です 
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的年金や原稿料などが雑所得に分類されます 

 
 

(4) 損益通算 

損益通算とは、各種所得金額の計算上生じた一部の損失
を、総所得金額等を計算する際に、他の各種所得の金額と
相殺することです 

図表 52 損益通算できる所得・できない所得 
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図表 53 損益通算の計算例 

 
(5) 所得控除 

(a) 基礎控除 
合計所得金額が 2,400 万円以下の場合、基礎控除額は

48 万円です 

図表 54 基礎控除の金額 

合計所得金額 令和 7 年 改正前 
132 万円以下 95 万円 

48 万円 

132 万円～336 万円 88 万円 

336 万円～489 万円 68 万円 

489 万円～655 万円 63 万円 

655 万円～2,350 万円 58 万円 

2,350 万円～2,400 万円 48 万円 

2,400 万円～2,450 万円 32 万円 

2,450 万円～2,500 万円 16 万円 

2,500 万円超 0 円 
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(b) 配偶者控除・配偶者特別控除 
配偶者 3控除と配偶者特別控除は同時に受けることはでき

ません 
図表 55 配偶者控除と配偶者特別控除の関係 

 
(c) 扶養控除 
扶養親族の対象となるのは、その年の 12 月 31 日時点で、

16 歳以上の人です 

 
3 戸籍上の配偶者です。内縁関係の場合は該当しません 
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図表 56 年齢による扶養控除 

 
図表 57 扶養親族等の所得要件 

区分 合計所得金額 
扶養親族 
同一生計配偶者 
ひとり親の生計を一にする子 

58 万円以下 

配偶者特別控除の対象と
なる配偶者 

58 万円～133 万円 

勤労学生 85 万円以下 

(d) 特定親族特別控除 4 

特定扶養親族 特定親族 
控除対象扶養親族のうち 19

歳以上 23 歳未満の人 

居住者と生計を一にする年齢
19 歳以上 23 歳未満の親

 
4 令和 7 年度税制改正で新設 
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族）で合計所得金額が 58 万

円超 123 万円以下の人 

 
出典︓令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等に
ついて（国税庁） 

(e) 生命保険料控除 
生命保険保険料控除は、契約した時期に応じて、2 つまた

は 3 つの区分の控除額が設定されています 

図表 58 生命保険料控除 
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(f) 小規模企業共済等掛金控除 
支払った金額（確定拠出年金（個人型）（iDeCo）の

掛金確定拠出年金（企業型）の自己負担した掛金）の
全額が控除額になります。ただし、掛金には限度があります
（図表 17 確定拠出年金の拠出額参照） 

(g) ひとり親控除と寡婦控除 
図表 59 ひとり親控除と寡婦控除 

 
(6) 税額控除 

税額控除とは、課税所得金額に税率を乗じて算出した所得
税額から、一定の金額を控除するしくみ 
(a) 住宅ローン控除 
新築住宅の場合、 
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図表 60 住宅ローン控除額 

 
出典 国土交通省パンフレットより 
中古住宅の場合 
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